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沿 革 
 

昭和２４年１２月２４日  鳥取県教育研究所設置条例公布 

昭和２５年 １ 月１１日    鳥取県教育研究所規程公布 

                          県教育委員会事務局調査課で事務を開始 

昭和２５年 ４ 月 １ 日    鳥取市東町、仁風閣に鳥取県教育研究所設置 

昭和３０年 ６ 月１６日    鳥取市東町、教育会館内に移転 

昭和３１年 ４ 月 １ 日    「廨」に指定 

昭和３２年 ２ 月２６日    鳥取県教育研究所規程公布 

昭和３２年１０月 １ 日    鳥取県教育研究所設置条例公布 

昭和３５年 ８ 月１０日    鳥取市富安、元県職業訓練所に移転 

昭和３７年 ８ 月１７日    鳥取県庁舎落成に伴い同庁舎６階に移転 

昭和４７年 ３ 月２７日    鳥取市西町、鳥取県立鳥取図書館講堂に移転 

昭和４８年 ３ 月２４日    鳥取市湖山町大字下浜１１９４の１３２番地に本館新築竣工 

昭和４８年 ３ 月２８日    鳥取県教育研修センター設置条例公布（同年４月１日施行） 

                          鳥取県教育研究所設置条例廃止 

昭和４８年 ３ 月３０日    鳥取県教育研修センターの管理運営に関する規則公布（同年４月１日施行） 

昭和４８年 ４ 月 １ 日    鳥取県教育研修センター開所 

                          庶務課、研修第一課、研修第二課、研修第三課を設置 

             初代所長 中尾太郎就任 

昭和４８年 ６ 月１７日  語学練習装置（ＬＬ）設置 

昭和４８年 ６ 月１８日  鳥取県教育研修センター竣工式挙行 

昭和４８年 ６ 月２６日  教職員研修講座開始 

昭和４９年 ３ 月３１日  所報第１号発行 

昭和４９年 ８ 月１０日  天体望遠鏡（屈折８０㎜）設置 

昭和５０年 ３ 月２７日    情報処理教育棟新築竣工 

昭和５０年 ３ 月２８日    鳥取県教育研修センターの管理運営に関する規則改正により、情報処理教育

課置（同年４月１日施行） 

昭和５０年 ５ 月２０日    第１回情報処理教育に関する運営協議会開催 

昭和５０年 ８ 月 ４ 日    電子計算組織ＦＡＣＯＭ２３０－２８設置 

昭和５０年 ８ 月１１日  数値制御工作機械立フライス盤（ＫＧＮＣＣ－６０型）、周辺機器等の整備 

昭和５０年 ８ 月１２日  電子計算機研修講座開始 

昭和５０年１０月２２日  数値制御工作機械生徒実習開始 

昭和５０年１０月３１日  情報処理教育開講式挙行 

昭和５１年 ４ 月 １日  第２代所長 岡本一郎就任 

昭和５１年10月13～15日  全国教育研究所連盟「情報処理能力と授業」研究協議会開催 

昭和５１年10月16～17日  全国理科教育センター研究協議会並びに研究発表会（化学部会）開催 

昭和５１年１１月 １ 日    町の区域の新設等により所在地を鳥取市湖山町北５丁目２０１番地に改正 

昭和５１年１１月 ９ 日  寄贈によりプラネタリウム設置 

昭和５１年１２月 １ 日  オーストラリア、ニュージーランドの小・中学校教員来訪 
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昭和５２年 ８月 ５ 日  中・四国理科教育センター化学協議会開催 

昭和５３年 ５月１８日  中・四国地区教育研究所連盟春季協議会開催 

昭和５３年10月19～20日  中・四国地区教育研究所連盟秋季協議会並びに研究発表大会開催  

昭和５４年 ３ 月３１日    車庫設置 

昭和５４年 ４ 月 １日  第３代所長 田村一三就任 

昭和５４年 ６ 月２０日  電子計算機用紙テープ穿孔装置設置 

昭和５５年 ４ 月 １日  教育相談嘱託専門医２名委嘱 

             庁舎管理の警備委託開始 

昭和５５年１０月 １日  第４代所長 谷川峰男就任 

昭和５５年１１月１７日  分析機器（原子吸光分光光度計・赤外分光光度計）設置 

昭和５６年 ６月１８日  大韓民国中・高校教員視察団来訪 

昭和５７年 ３月 ５ 日    鳥取県教育研修センターの管理運営関する規則の一部改正により、研修第三

課に特殊教育部門新設（同年４月１日施行） 

昭和５７年 ３月 ６ 日  第１回特殊教育に関する連絡協議会開催 

昭和５７年 ３ 月１０日    特殊教育棟新築竣工 

昭和５７年 ４ 月 １ 日    第５代所長 石谷義明就任 

             教育相談嘱託専門医５名委嘱 

昭和５７年 ５ 月２７日  特殊教育関係研修講座開始 

昭和５７年 ６ 月 ４ 日  図書室に移動書架設置 

昭和５７年 ７ 月 ５ 日    特殊教育棟竣工式及び教育研修センター開設１０年記念式典挙行 

昭和５８年 ３ 月３１日    教育研修センター創立１０周年記念誌発行 

昭和５８年 ９ 月３０日  大型電子計算組織の導入方式をレンタルに変更 

昭和５９年 ４ 月 １ 日  第６代所長 澤田光蔵就任 

昭和５９年 ６ 月１２日  グランドピアノ設置 

昭和５９年 ７ 月２３日  広報誌「交流のひろば」第１号発行 

昭和５９年10月25～26日  全国理科教育センター研究協議会並びに研究発表会（物理部会）開催 

昭和５９年１０月２９日  西ドイツ、オランダ、ベルギーの中・高校教員来訪 

昭和６１年 ４ 月 １ 日  第７代所長 北川貞雄就任 

昭和６３年 ４ 月 １ 日  第８代所長 清末忠人就任 

昭和６３年 ５ 月１３日  中・四国地区教育研究所連盟春季協議会開催 

昭和６３年10月６～７日  中・四国地区教育研究所連盟秋季協議会並びに研究発表大会開催  

平成 元 年 ３ 月３１日  鳥取県教育研修センターの管理運営関する規則の一部改正により、庶務課、

教育相談課、情報教育課、初等教育課、中等教育課の５課に改組（同年４月

１日施行） 

平成 元 年 ４ 月 １ 日    初任者研修、新規採用教員研修、教職経験者研修の主管開始 

             教育資料のデータベース運用開始 

平成 元 年 ６ 月 ９ 日  一般巡回教育相談を東・中・西部の３地区で開始 

平成 元 年 ７ 月１８日  心身障害児巡回教育相談を東・中・西部の３地区で開始 

平成 ２ 年 ４ 月 １ 日  第９代所長 佐々木俊夫就任 

平成 ２ 年 ６ 月１４日  インドネシア教員・青年視察団来訪 

平成 ３ 年 ３ 月３１日  財務会計オンライン端末機設置 
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平成 ３ 年 ４ 月 １ 日    不登校児童生徒適応指導教室「はまなす教室」を開設 

平成３年7月31～8月 2日  第１回「ふれあいの集い」を氷ノ山で開催 

平成 ４ 年 ４ 月 １ 日    パソコン通信による教育情報ネットワーク「鳥教ネット」開設 

教育用ソフトウエアライブラリ開設 

平成 ４ 年 ５ 月２０日  フランス、韓国、インドネシア等８カ国の中・高校教員来訪 

平成 ４ 年９月17～18日  全国理科教育センター研究協議会並びに研究発表会（初等理科部会）開催 

平成 ４ 年１０月２９日  インドの小・中・高校教員来訪 

平成 ５ 年 ３ 月３１日    教育研修センター創立２０周年記念誌発行 

平成 ６ 年 ４ 月 １ 日  第１０代所長 石川哲三就任 

平成 ７ 年 ８ 月２１日  韓国教員団訪問 

平成 ８ 年 ４ 月 １ 日  第１１代所長 八田洋太郎就任 

平成 ８ 年 ７ 月１１日    情報教育棟内部改修工事完成 

平成 ９ 年 ５ 月 １ 日    情報教育課内に教育用ソフトウェアライブラリセンターを開設 

平成 ９ 年 ６ 月 １ 日    インターネット接続開始 

平成１０年 ４ 月 １ 日  第１２代所長 宮尾常磐就任 

平成１０年１２月 １ 日    インターネットによる情報通信ネットワーク「Torikyo－ＮＥＴ」を開設    

   平成１１年 ３ 月３１日    衛星通信設備整備                                                   

    平成１１年 ７ 月 １ 日    衛星通信による研修講座運用開始  

平成１２年 ４ 月 １ 日    第１３代所長 永田武就任 

初等教育課及び中等教育課を初等中等教育課に改組            

平成１３年 ３ 月３０日    「Torikyo－ＮＥＴ」の各種機能を充実 

平成１３年 ４ 月 １ 日  第１４代所長 川口一彦就任 

平成１３年９月13～14日  都道府県指定都市教育研究所長協議会秋季総会開催 

平成１４年 ２ 月 １ 日  屋上防水改修（情報教育棟）他工事完成 

平成１４年 ３ 月２５日    本館及び情報教育棟のバリアフリー化工事完成 

平成１４年 ３ 月２９日    鳥取県教育センターの管理運営に関する規則公布（同年４月１日施行） 

平成１４年 ４ 月 １ 日  第１５代所長 福永博昭就任 

    鳥取県教育センター設置条例の一部改正により、教育研修センターの名称を 

             「教育センター」に変更 

                          教職員研修の見直し及び教育課題に対する研究調査の充実に伴い、 庶務課、

                            初等中等教育課を、総務課、研修企画課に改組 

                          「鳥取大学教育地域科学部と教育センターとの連携協力に関する覚書」を締

               結 

平成１４年 ４ 月２６日    教育センター専用の公用車購入 

平成１４年 ５ 月 ９ 日    鳥取県情報ハイウェイを活用した遠隔講義システムで教員研修を実施 

平成１４年 ７ 月 １ 日    情報教育研修システム機器を導入 

平成１５年 ２ 月１８日  第１回鳥取県学校教育研究発表会（情報教育部会）開催 

平成１５年 ６ 月２０日  「鳥取県教育センターと島根県立教育センターとの教職員研修における覚

書」を締結 

平成１５年 ７月 １日  遠隔講義システム機器を導入 

平成１５年 ９月２７日  基礎学力調査結果に基づいたシンポジウム開催 
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平成１６年２月17～26日  第２回鳥取県学校教育研究発表会（研修、情報、相談各部会）開催 

平成１６年 ３月３１日  文部科学省の依頼により「学校組織マネージメント」に関するＤＶＤを作成

               教育センター創立３０周年記念誌発行（ＣＤによる） 

平成１６年 ４月 １日  第１６代所長 木下法広就任 

学校教育支援室を設置 

平成１７年 ３月１１日  Ｔｏｒｉｋｙｏ－ＮＥＴサーバー室セキュリティー整備 

平成１７年 ４月 １日  第１７代所長 福井伸一郎就任 

  組織改正により本庁化 

             鳥取県教育センターの管理運営に関する規則の一部改正により、内部組織と

して学校教育支援室を設置 

平成１７年１０月 １日  旧赤崎高校の校舎を一部暫定利用して研修を開始 

平成１８年 ４月 １日  第１８代所長 後藤裕明就任 

平成１９年 ３月３１日  東部教育支援センター「はまなす教室」閉級 

平成２０年 ４月 １日  第１９代所長 石田正紀就任 

  鳥取県教育センターの管理運営に関する規則の一部改正により、総務課の係

制を廃止 

平成２２年 ３月３１日  学習ドリルⅠ期（小１～小４）の完成 

平成２２年 ４月 １日  第２０代所長 日下部衆理就任 

平成２２年 ５月１９日  教育支援センター「ハートフルスペース」の開所 

平成２２年 ９月 ９日～ 中国・四国地区教育研究所連盟の開催 

        １０日   

平成２３年 ３月２８日  研修講座登録システムの稼働 

平成２３年 ３月３１日  学習ドリルⅡ期（小５～中３）の完成 

             旧赤碕高校校舎の一部利用が終了 

平成２４年 １月２０日  学習ドリル算数・数学、国語（小１～中３）を分冊で印刷し、県内の全小中

学校等に配布 

平成２４年 ３月３１日  教育センター本館棟、教育相談棟の冷暖房設備の更新工事竣工 

平成２４年 ４月 １日  第２１代所長 坂本修一就任 

平成２４年１１月 ９日  夜間・休日のいじめに関する電話・メール相談対応業務の外部委託開始 

平成２４年１１月２１日～ 

        ２２日  全国教育研究所連盟教育課題研究協議会開催 

平成２５年 ３月３１日  情報教育課、学校教育支援室廃止 

平成２５年 ４月 １日  いじめ・不登校総合対策センター設置 

             研修企画課内にＩＣＴ活用教育担当設置 

平成２５年 ８月 ３日  いじめ問題シンポジウムの開催 

平成２５年１１月１４日～ 

          １５日  都道府県指定都市教育センター所長協議会第４９回生物分科会開催 

  平成２５年１１月２４日  鳥取県教育センター創立４０周年記念「サイエンスパーク」開催 

平成２６年 ２月１７日  鳥取・島根連携講座連絡協議会開催 

平成２６年 ３月３１日  鳥取県教育センター創立４０周年記念誌発行 

平成２７年 １月２４日  こども未来フォーラムの開催 



5 

 

平成２７年 ３月１６日  鳥取県ＩＣＴ活用教育推進ビジョンの策定 

平成２７年 ４月 １日  第２２代所長 大西泰博就任 

             鳥取県教育センター教育相談課をいじめ・不登校総合対策センターに移管 

             生徒指導業務を小中学校課からいじめ・不登校総合対策センターに移管 

             研修企画課を教育企画研修課に組織変更 

平成２８年 １月２４日  こども未来フォーラムの開催 

平成２８年 ４月 １日  鳥取県教育情報ネットワーク事業を教育環境課に移管 

             教育企画研修課ＩＣＴ活用教育担当を廃止し、学力向上担当と統合 

平成２８年 ５月１３日  鳥取県教育センターフォーラム２０１６開催 

平成２８年１２月１１日  こども未来フォーラムの開催 

平成２９年 ４月 １日  第２３代所長 小林 傳就任 

             教育支援センター「ハートフルスペース」を中西部に開所 

平成２９年 ７月１３日  鳥取県教育センターフォーラム２０１７開催 

平成２９年１２月１０日  こども未来フォーラムの開催 

平成３１年 ２月１４日  鳥取県教育センターフォーラム２０１８開催 

平成３１年 ３月３１日  教育企画研修課学力向上担当を廃止 

令和 元年 ８月２７日  山陰教師サポート連携協議会（Ｓ×Ｔ協議会）の設立 

             鳥取県教育センター内に島根大学教職大学院「鳥取サテライト教室」を開設 

令和 ２年 ４月 １日  第２４代所長 三橋正文就任 

             教育企画研修課学校支援担当を新設 

令和 ３年 ４月 １日  第２５代所長 小谷洋子就任 

             ＩＣＴ活用教育の推進、教員のＩＣＴ活用能力向上を図るため、ＧＩＧＡス

クール推進課を新設 

             教育企画研修課研修企画担当を若手育成支援担当に組織改正 

令和 ４年 ２月１４日  ＧＩＧＡスクールフェア・冬を鳥取県教育研究大会と合同開催（オンデマン 

～３月３１日  ド） 

令和 ４年 ８月２１日  ＧＩＧＡスクールフェア２０２２ ｉｎ ＴＯＴＴＯＲＩの開催 

令和 ４年１２月２７日  鳥取県教育センターフォーラム（ＧＩＧＡスクールフェア・冬）の開催 

令和 ５年 ４月 １日  第２６代所長 横山順一就任 

             ＧＩＧＡスクール構想の推進及び教育分野のデジタル化対応のため、教育 

ＤＸ推進課を新設 

教育ＤＸ推進課にデジタル基盤整備担当と利活用推進担当を新設 

  令和 ５年 ９月～３月  長寿命化計画に基づく工事を実施（本館及び教育相談棟の外壁工事） 

令和 ６年 ２月 ９日  鳥取県教育センター創立５０周年記念及びいじめ・不登校総合対策センター

設置１０周年記念 未来を拓く教育フォーラムの開催 

令和 ６年 ３月 ４日  とっとり教育ポータルサイトの開設 

令和 ６年 ３月１６日  鳥取県学校教育ＤＸ推進計画策定 

令和 ６年 ３月３１日  島根大学教職大学院「鳥取サテライト教室」を閉設 

令和 ６年 ４月１２日  教育センター敷地内（情報教育棟１階）に、県内初の県立夜間中学「まなび

の森学園」が開校 

  令和 ６年 ５月～８月  長寿命化計画に基づく工事を実施（本館の屋上防水工事） 
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令和 ７年 ２月１０日  未来を創る教育フォーラム（令和６年度鳥取県教育センターフォーラム）の

開催 

令和 ７年 ４月 １日  第２７代所長 小谷智子就任 

             いじめ・不登校総合対策センターを生徒支援・教育相談センターに名称変更 

  令和 ７年 ５月～８月  長寿命化計画に基づく工事を実施（情報教育棟の外壁工事） 

令和 ７年 ６月 １日  教育センター内に、東部ワークセンターが開設 

令和 ８年 ２月１２日  未来を創る教育フォーラム（令和７年度教育センターフォーラム）の開催 

令和 ８年 ４月 １日  独立行政法人教職員支援機構（ＮＩＴＳ）との委託事業 

令和 ８年 ７月～１２月 長寿命化計画に基づく工事を実施（教育相談棟の屋上防水工事） 

令和 ８年１０月２９日  中国・四国地区教育研究所連盟研究協議会（鳥取大会）の開催 

～３０日  

 



機構・分掌

　

利活用推進担当

幼・小・中・高校教育に関する研修及び調査
若手育成支援

学校支援、新任管理職支援
職務、専門研修

学校情報機器及びネットワークの整備・導入支援

教育データの利活用、情報教育
鳥取県学校教育ＤＸ推進計画の推進

若手育成支援担当

学校支援担当　

教育ＤＸ推進課

総　務　課 　施設管理、予算編成・執行、庶務、ワークセンター

所長 教育企画研修課

デジタル基盤整備担当
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定員の推移

所長
次長

（副所長）
課長

行政職事
務職員

現業職員 教育職係長
（課長補佐）

研修主事 指導主事
非常勤職員
（会計年度任用

職員）
計

平１６ 1 4 3 0 2 11 6 1 28

平１７ 1 1 3 3 0 2 11 7 1 29

平１８ 1 1 3 3 0 2 11 6 1 28

平１９ 1 1 3 3 0 2 11 7 3 31

平２０ 1 1 3 3 0 2 11 6 4 31

平２１ 1 1 3 3 0 2 11 6 4 31

平２２ 1 1 3 3 0 2 11 6 4 31

平２３ 1 1 3 2 0 2 11 5 4 29

平２４ 1 1 3 4 0 2 11 5 4 31

平２５ 1 2 2 3 0 2 0 14 2 26

平２６ 1 2 2 2 0 2 0 15 2 26

平２７ 1 0 2 2 0 3 0 13 3 25

平２８ 1 0 2 2 0 2 0 12 4 24

平２９ 1 0 2 2 0 1 0 13 3 23

平３０ 1 0 2 2 0 1 0 12 4 23

令元 1 0 2 2 0 2 0 10 4 21

令２ 1 0 2 2 0 2 0 10 3 20

令３ 1 0 3 2 0 3 0 10 3 22

令４ 1 0 3 2 0 3 0 10 3 22

令５ 1 0 3 5 0 3 0 10 4 26

令６ 1 0 3 5 0 3 0 10 7 29

令７ 1 0 3 5 1 3 0 10 7 30

令8 1 0 3 6 1 3 0 11 7 32

※他所属配置職員は除く
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育成期（第１ステージ） 向上期（第２ステージ） 充実期（第３ステージ）

０ １ ２ ３ ５ １０ １５ ２０ ２５ ３０

教員としての必要な基礎的素養・指導技術を広く習得し、実践的
指導力を身に付けるとともに、学校組織の一員としての自覚を高める。

第１ステージの経験をもとに,学習指導や学級経営の専門的知
識・技能を習得するとともに、得意分野の開発と実践的指導力
の向上及び視野の拡大を図る。

第２ステージの経験をもとに、職務に関する専門性をよりいっそう高め、広い視点から学校運営に積極的に参画するとともに、指導的立場としての力量及び管理
的立場としての力量（マネジメント能力）を高める。

重
点
内
容

・学習指導の基礎
・生徒指導の基礎
・自己成長のマネジメント及び組織貢献の基礎

・学習指導の専門的知識や技能の習得
・生徒指導・学級経営の充実
・自己成長のマネジメント及び組織貢献の充実

・学習指導・生徒指導の専門性や指導力の拡充
・組織貢献力の向上
・学校運営の中核としての企画・運営やチームマネジメ
ントの展開

・学習指導・生徒指導の専門性や指導力の向上
・メンターとしての実践力の向上と組織力の充実
・学校組織マネジメント能力の習得とリーダーシップの発揮

専門的指導力
マネジメント能力

基
本
研
修

職
務
研
修

専
門
研
修

そ
の
他

令和８年度鳥取県教職員研修体系 ～学び続ける教職員をめざして～
県教育センター

ス
テ
ー
ジ

校
外

校
内

新たな
教職員の学び

変化を前向きに受け止め、探究心を持
ちつつ、自律的に学ぶ姿勢

新たな領域の専門性を身に付けるなど
強みを伸ばすための一人一人の教職員
の個性に即した学び

求められる知識・技能が変わっていく
ことを意識した学び

他者との対話や振り返りの機会を確保
した学び

主体的な姿勢 個別最適な学び 継続的な学び 協働的な学び

ＯＪＴ、メンターチーム研修、校内研修、研修履歴を活用した対話に基づく受講奨励（PLANTの活用）、アドバイザー派遣事業、各種機関動画視聴（教職員支援機構（NITS）、国立特別支援教育総合研究所等（NISE）等）、自己啓発

職務能力の発展・円熟職務能力の充実職務能力の向上職務能力の形成

一人一人が主体性を発揮する研修
・「問い」の設定 ・対話 ・リフレクション

県 教 育 委 員 会 関 係 課 主 催 研 修 、 島 根 県 教 育 セ ン タ ー 、 し ま だ い 学 校 教 員 研 修 、 他 の 行 政 機 関 、 企 業 と の 連 携 講 座

新任生徒指導
担当者研修

（小・中・義・特）
■日数：１日

新任保健体育主事
担当者研修（全）★

■日数：１日

新任道徳教育
推進教師研修

（小・中・義・特）
■日数：１日

新任特別支援
教育主任研修

（小・中・義・高）★
■日数：１日

教務主任研修
（小・中・義）★

■日数：１日

主 任 ・ 主 事 研 修

情報化推進
リーダー研修

（全）★
■日数：１日

養護教諭研修
（全）★

■日数：１日

特別支援学級
新担任研修

基礎編★・実践編

（小・中・義）

■日数：２日

栄養教諭・
学校栄養職員研修
（小・中・義・特）

■日数：１日

実習教諭・
実習職員研修
（高・特）★
■日数：１日

寄宿舎教諭・
寄宿舎指導員研修

（特）
■日数：１日

教育相談・不登校
担当教員研修

（小・中・義）★
■日数：１日

教育相談
担当教員研修

（高）★

■日数：１日

司書教諭研修
（全）★

■日数：１日

学校事務職員研修
（1年目）（ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ）
（5年目）（10年目）

■日数：１日
（１年目、ﾌｫﾛｰｱｯﾌは２日）

講師研修
（全）

■専門研修等
    から選択

職 務 に 応 じ た 研 修

新任事務副主幹
新任事務次長
研修（全）★
■日数：１日

学校事務職員
研修

（小・中・義）★

■日数：１日

新任事務主幹
研修

（小・中・義）★

■日数：１日

指導教諭研修
（高）

■日数：２日

初任者研修
新規採用教員研修
■日数：１０日

若 手 教 員 研 修

６年目研修

■日数：４日

３年目研修

■日数：３日

２年目研修

■日数：３日

中堅教諭等
資質向上研修

■日数：７日

１６年目研修

■日数：３日
探究型研修

研修の学びを実践につなげる

特別支援教育
①自立活動★
②発達障がいⅠ★
③発達障がいⅡ
④ICT活用★

教育相談
生徒指導
学級経営・ホームルーム経営

Google workspaceスキル
（基礎編）（応用・発展編）

理論で学ぶ情報活用能力の育成★
実践で学ぶ情報活用能力の育成
善きICTの使い手となるデジタルシティ
ズンシップ
生成AIとリテラシー
生成AI（Gemini）研修

小国 小算 中国 中数
高地歴・公民★ 中理 小社
高理★ 中技★ 小音 中高美
小中高特体 小中書写・高書道
プログラミング 小外国語
高英★ 小中道①②★ 高工★
特別活動 全教科対話
全教科マネジメント

人権教育
① ②★ ③

ふるさとキャリア教育
図書館教育 生命の安全教育
国際教育 博物館連携講座
消費者教育 環境教育
防災教育 あいサポート

発展研修
（キャリア・デザイン）

小・中総合的な学習★
探究研修 幼児教育（園経営）

※以下の講座は原則隔年開催
（小社／中社）
（高地歴・公民／高国）
（小理／中理）
（高理／高数）
（小音／中高音）
（中高美／小図）
（中高家／小家）
（小体／中高保体）
（中技／小生）（高英）
（小家／中高家／小中書、高書）
（高総探／小中総合）
（高商／高農／高工）
（高情Ⅰ・Ⅱ／プログラミング）

教科指導等 教育相談・生徒指導・学級経営等特別支援教育情報教育 人権教育探 究 幼児教育 その他

次 世 代 を 担 う 教 員 養 成 プ ロ ジ ェ ク ト ■ 日 数 ５ 日

指 導 力 向 上 ゼ ミ ナ ー ル （ 中 学 校 国 語 ・ 数 学 ・ 英 語 ） ■ 日 数 ５ 日

採用前（任意）

・未来教師セミナー
・動画視聴
・懇談会

新しい学びを牽引する
リーダーの育成

若手教員支援体制
の充実
・アンケート分析
・相談体制

理論と実践の往還タブレット端末の活用 ポートフォリオ

オンデマンド動画視聴 実務研修・シャドーイング
複線化

学校リーダー
研修（全）

■日数：２日

共同学校事務室長
評価者研修

（小・中・義）★

■日数：１日

主幹教諭
評価者研修
（特）★

■日数：１日

ミドルリーダー
ステップアップ
研修（小・中・義）

■日数：２日

新任主幹
教諭研修
（全）

■日数：１日

新任事務長
研修

（中・高・特）

■日数：２日

新任教頭
研修（全）

■日数：７日

新任校長
研修（全）

■日数：７日

２年次教頭
評価者研修
（全）★

■日数：１日

２年次校長
評価者研修
（全）★

■日数：１日

副校長評価者
研修

（全）★

■日数：１日

管理職研修（全）★
事務主幹・事務長研修（全）★

ABCDEFG

新任校長 支援

・学校訪問

・相談体制

学 校 経 営 研 修

学校組織
マネジメント
研修の充実

対話・リフレクションの充実

通級指導教室
担当者研修

（全）★

■日数：１日

★印・・・非集合・オンライン型
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研修名 研修名

幼稚園 新規採用教員研修　 幼児教育（園経営）

小学校・義務教育学校 初任者研修　 小学校国語（学力向上）

中学校・義務教育学校 初任者研修　 中学校国語（学力向上）

高等学校 初任者研修　 小学校算数（学力向上）

特別支援学校 初任者研修　 中学校数学（学力向上）

養護教諭 新規採用教員研修 小学校社会

栄養教諭 新規採用教員研修 高等学校地理／歴史・公民★

小学校・義務教育学校 ２年目研修　 高等学校理科★

中学校・義務教育学校 ２年目研修　 中学校理科

高等学校 ２年目研修　 中学校技術★

特別支援学校 ２年目研修　 小・中学校書写、高等学校書道

養護教諭 ２年目研修　 中・高等学校美術

小学校・義務教育学校 ３年目研修　 小学校音楽

中学校・義務教育学校 ３年目研修　 小・中・高・特別支援学校体育

高等学校 ３年目研修　 プログラミング教育★

特別支援学校 ３年目研修　 小学校外国語活動・外国語

養護教諭 ３年目研修 高等学校英語★

小学校・義務教育学校 ６年目研修　 高等学校工業★

中学校・義務教育学校 ６年目研修　 小・中学校道徳①★

高等学校 ６年目研修　 小・中学校道徳②★

特別支援学校 ６年目研修　 特別活動

幼稚園 中堅教諭等資質向上研修 全教科：マネジメント（とっとり学力・学習状況調査データ活用）

小学校・義務教育学校 中堅教諭等資質向上研修 全教科：対話による深い学び

中学校・義務教育学校 中堅教諭等資質向上研修 発展研修（キャリア・デザイン）

高等学校 中堅教諭等資質向上研修 小・中学校総合的な学習の時間★

特別支援学校 中堅教諭等資質向上研修 探究研修

養護教諭 中堅教諭等資質向上研修　 Google Workspaceスキル（基礎編）

小学校・義務教育学校 １６年目研修 Google Workspaceスキル（応用・発展編）

中学校・義務教育学校 １６年目研修 理論で学ぶ情報活用能力の育成★

高等学校 １６年目研修 実践で学ぶ情報活用能力の育成

特別支援学校 １６年目研修 生成AIとリテラシー

新任校長研修（全）　　　　　　　　　　　　　 善きICTの使い手となるデジタルシティズンシップ

管理職研修（全） ABCDEFG★　　 生成AI（Gemini）研修

新任教頭研修（全）　　　　　　　　　　　　 特別支援教育①（自立活動）★

新任事務長研修(中・高・特) 特別支援教育②（発達障がいⅠ）★

事務主幹・事務長研修(全) ABCDEFG★ 特別支援教育③（発達障がいⅡ）

２年次校長評価者研修(全)★ 特別支援教育④（ICT活用）★

副校長評価者研修(全)★ 教育相談

２年次教頭評価者研修(全)★ 生徒指導

共同学校事務室長評価者研修(小・中・義)★ 学級経営・ホームルーム経営

主幹教諭評価者研修(特)★ 人権教育①

新任主幹教諭研修(全) 人権教育②★

学校リーダー研修（全）　　　　　　　　　　　　 人権教育③

ミドルリーダーステップアップ研修（小・中・義） ふるさとキャリア教育

教務主任研修（小・中・義）★ 図書館教育

新任生徒指導担当者研修（小・中・義・特） 生命の安全教育

新任保健体育主事研修（全）★ 防災教育

新任道徳教育推進教師研修（小・中・義・特） 博物館連携講座

新任特別支援教育主任研修（小・中・義・高）★ 国際教育

指導教諭研修（高） 消費者教育

情報化推進リーダー研修（全）★ 環境教育

養護教諭研修（全）★ あいサポート

特別支援学級新担任研修～基礎編～（小・中・義）★

特別支援学級新担任研修～実践編～（小・中・義）

栄養教諭・学校栄養職員研修（小・中・義・特）

実習教諭・実習職員研修(高・特)★

寄宿舎教諭・寄宿舎指導員研修（特）

教育相談・不登校担当教員研修（小・中・義）★

教育相談担当教員研修（高）★  
（小司書教諭研修（全）★  
（小学校事務職員１年目研修（全）　　　　　　 　
（小学校事務職員フォローアップ研修（全）　　

学校事務職員５年目研修（全）  
（小学校事務職員１０年目研修（全）  
（小新任事務副主幹・新任事務次長研修（全）★  
（小新任事務主幹研修(小・中・義)★  
（小学校事務職員研修（小・中・義）★

通級指導教室担当者研修（全）★  
（小講師研修（全）

令和８年度教職員研修講座一覧

研修区分 研修区分

基
本
研
修

幼児教育

探究

情報教育

教科指導等

専
門
研
修

次世代を担う教員養成プロジェクト２０２６

指導力向上ゼミナール（教科リーダー育成事業）※中学校３コース

職
務
に
応
じ
た
研
修

職
務
研
修

学
校
経
営
研
修

特別支援教育

教育相談・
生徒指導・
学級経営等

人権教育

主任・
主事等
研修 各種教育等

※専門研修の以下の講座は原則隔年開催する。

（高等学校地歴・公民／高等学校国語）（高等学校理科／高等学校数学）

（小学校社会／中学校社会） （小学校理科／中学校理科）

（小学校音楽／中・高等学校音楽） （中・高等学校美術／小学校図画工

作）

（小学校体育／中・高等学校保健体育）
（中・高等学校家庭／小学校家庭／小・中学校書写、高等学校書道）

（高等学校英語）

（中学校技術／小学校生活）

（高等学校総合的な探究の時間／小・中学校総合的な学習の時間）
（高等学校専門教科 商業／農業／工業）
（高等学校情報Ⅰ・Ⅱ／プログラミング教育）※DX課

※研修形態について
★印・・・非集合・オンライン型を基本とする→所属校で研修を受講する
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設置条例及び規則 
 
◆鳥取県教育センター設置条例（昭和 48年３月 28 日鳥取県条例第６号） 
 
（設置） 
第１条 本県における教育の充実とその振興を図るため、地方教育行政の組織及び運営に関
する法律（昭和 31年法律第 162 号）第 30条の規定に基づき、鳥取県教育センター（以下
「教育センター」という。）を鳥取市に設置する。 

（職員） 
第２条 教育センターに、事務職員、技術職員その他の所要の職員を置く。 

 
附 則 

（施行期日） 
１ この条例は、昭和 48年４月１日から施行する。 
（鳥取県教育研究所設置条例の廃止） 
２ 鳥取県教育研究所設置条例（昭和 32年 10 月鳥取県条例第 40 号）は、廃止する。 

附 則（平成 14年条例第 37号） 
この条例は、平成 14年４月１日から施行する。 

 
◆鳥取県教育センターの管理運営に関する規則（昭和 48 年３月 30 日鳥取県教
育委員会規則第４号） 

 
（趣旨） 
第１条 この規則は、鳥取県教育センター（以下「教育センター」という。）の管理運営に関
し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 
第２条 教育センターにおいては、次に掲げる事務を行う。 
(１) 教育関係職員の研修に関すること。 
(２) 教育（特別支援教育を除く。）に関する研究調査、資料の整備及び提供に関すること。 
(３) 情報教育の推進に関すること。 
(４) 学校教育における情報通信技術の活用に関すること。 
(５) 学校教育の総合的かつ専門的支援に関すること。 
(６) その他教育の充実及び振興を図るために必要な事業に関すること。 

（内部組織及び分掌事務） 
第３条 教育センターに、総務課、教育企画研修課及び教育ＤＸ推進課を置く。 
２ 各課の分掌事務は、次のとおりとする。 
総務課 
(１) 教育センターの事務の総合調整に関すること。 
(２) 教育センターの施設の管理に関すること。 
(３) 庶務に関すること。 
(４) 広報に関すること。 
(５) その他他課の所掌に属しないこと。 

教育企画研修課 
(１) 学校教育についての研修に関すること。 
(２) 学校教育についての研究調査に関すること。 
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(３) 学校教育活動についての支援に関すること。 
(４) 学校教育についての資料の整備及び提供に関すること。 

教育ＤＸ推進課 
(１) 教育デジタルトランスフォーメーション（デジタル技術の活用による教育の変革
をいう。）の推進に関すること。 

(２) 鳥取県教育情報通信ネットワークの運用等に関すること。 
（職制） 
第４条 教育センターに所長を、課に課長を置く。 
２ 所長又は課長の職務を補佐し、これらの者に事故があるときにその職務を代行させるた
め、必要があると認めるときは、教育センターに副所長を、課に課長補佐を置くことがで
きる。 

３ 学校教育に関する専門的事項の指導に係る事務に参画させるため、必要があると認める
ときは、教育企画研修課に指導主査を置くことができる。 
（職員の種類） 
第５条 教育センターの職員（臨時又は非常勤の職員を除く。以下同じ。）の種類は、事務職
員及び技術職員とする。 

（職員の職） 
第６条 教育センターの職員の職は、別表のとおりとする。 
（職員の分担事務） 
第７条 職員の分担事務は、所長が定め、教育長に報告しなければならない。 
（事業計画及び事業報告） 
第８条 所長は、毎年３月末日までに翌年度の事業計画を作成し、教育長に提出しなければ
ならない。 

２ 所長は、毎年４月末日までに前年度の事業実績に関する報告書を作成し、教育長に提出
しなければならない。 

（委任） 
第９条 この規則に定めるもののほか、教育センターの管理運営に関し必要な事項は、教育
委員会の承認を得て、所長が別に定める。 

 
附 則 

（施行期日） 
１ この規則は、昭和 48年４月１日から施行する。 

（鳥取県教育研究所規程の廃止） 
２ 鳥取県教育研究所規程（昭和 32年２月鳥取県教育委員会規則第２号）は、廃止する。 

附 則（昭和 50年教委規則第４号） 
この規則は、昭和 50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和 52年教委規則第１号） 
この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 57年教委規則第１号） 
この規則は、昭和 57年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年教委規則第５号） 
この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

附 則（平成 12年教委規則第７号） 
この規則は、平成 12年４月１日から施行する。 

附 則（平成 14年教委規則第 13 号） 
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（施行期日） 
１ この規則は、平成 14年４月１日から施行する。 

（日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則の一部改正） 
２ 日本の国籍を有しない者を任用することができない職の範囲を定める規則（平成 12年
鳥取県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 
附 則（平成 15年教委規則第４号） 

この規則は、平成 15年４月１日から施行する。 
附 則（平成 17年教委規則第９号） 

この規則は、平成 17年４月１日から施行する。 
附 則（平成 18年教委規則第１号） 

（施行期日） 
１ この規則は、平成 18年２月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成 17 年鳥取県条例第 109 号）附
則第５項、第６項、第 10 項、第 11 項又は第 24 項の規定の適用を受ける職員の職について
は、主査にあっては平成 19 年３月 31 日まで、主任及び専門学芸員にあっては平成 20 年
３月 31日までの間、なお従前の例による。 

附 則（平成 19年教委規則第１号） 
この規則は、平成 19年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21年教委規則第１号） 
この規則は、平成 21年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25年教委規則第１号）抄 
（施行期日） 
１ この規則は、平成 25年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27年教委規則第１号） 
この規則は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28年教委規則第２号） 
この規則は、平成 28年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年教委規則第１号）抄 
この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年教委規則第２号） 
この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年教委規則第１号） 
この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則(令和 6年教委規則第 1号) 
この規則は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

附 則(令和 7年教委規則第 8号) 
この規則は、令和 7年 4月 1日から施行する。 

別表（第６条関係） 
1 事務職員をもって充てる職 
所長、副所長、課長、指導主査、課長補佐、主幹、係長、副主幹、主事、指導主事及び 
研修主事 

2 技術職員をもって充てる職 
現業職長及び現業主事 



14 

 

 

行政財産 　

普通財産

 

本館 鉄筋３階 延べ 3，006．99 ㎡ 車庫 鉄骨平屋 23．64 ㎡

情報教育棟 鉄筋２階 延べ 1，094．84 ㎡ 自転車小屋 鉄骨平屋 延べ 24．86 ㎡

教育相談棟 鉄筋２階 延べ 1，209．03 ㎡ 渡り廊下 鉄骨平屋 40．12 ㎡

▲

(66.15)

(83.79)

第３研修室会議室１

資料室２ 資料室３ 教科書センター

(82.69)

(81.59)

物理実験室

(5.06)
暗室

PS

(89.39)

資料室５

女W．C

(11.22)
石こう室

ＰＳ

第６研修室

倉庫

管理室

男W．C

(122.01)

男W．C

総務課

物理･化学準備研究室

本館

教育企画研修課 発電室

(81.59) (14.03) (33.75)

ロッカー室3，006．99
㎡

1階

990㎡

施設の概要（建物平面図）

資料室１

女W．C 倉庫

電気室 機械室

(108.18)(40.06) (72.03)

湯

PS ＰＳ

倉庫

印刷室

敷 地 面 積 ㎡

㎡

㎡

14，259．07

倉庫 情
報
教
育
棟
へ

→

↓

スタジオ第１研修室

PS

女W．C

(115.40) (48.14)

男 W．C

(45.89)

玄 関

湯

(31.97) (32.34) (48.51)

資料室４

(98.12)

屋上

36.99㎡

12，656．28

1，602．79

建 物 延 面 積

(12.92)

薬品庫

教育
相談棟へ

協議室

(31.75)

第２研修室

第４研修室

(31.45)

応接室１

990㎡

(48.51)

㎡

↓

教育
相談棟へ

(64.68)

5，399．48

２階

３階 

990㎡ 

(180.75)

(97.39)

化学実験室

第５研修室

湯

会議室２

所長室

ペントハウス
(36.99)

(81.59)

(31.61) (115.40)

ＰＳ

教育DX推進課

図 書 室/東部ワークセンター
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教室１ 教室２ 教室３
(36.00) (36.00)

リ
フ
ト

ス
テ
ー
ジ

保健室

情報教育研修室１

情報教育研修室４

給湯室
（3.30）

女子

トイレ

男子

トイレ

多目的

トイレ

(4.50)

(62.70)

下足
(31)

(273.59)
(70.69)

サーバ室

(94.50)

情報教育研修室２

リ
フ
ト

(90.00)

(14.96)

(69.0)

(64.00)

(31.50)

相談
資料室３

第４
相談室

(5.68)

倉庫
第５

相談室

(14.66)

(4.12)

情報
資料室

教室４

(31.19)

ハートフル
スペース

相談
資料室２

(32.70)

(117.20)

(36.00)

(29.28)(20.55)

(24.00)

1，209．03
㎡

１階

609.74㎡
教育相談棟

１階

547.32㎡

※１階部分（機械室を除く）
は、まなびの森学園の施設

２階

２階

599.29㎡

←本館へ

(27.32)

(39.93)

情報教育棟

▲

機械室
547.52㎡

1，094．84
㎡

廊 下

(71.00)

職員室玄関

(53.1)

↓

湯沸

(23.21)

(15.02)

(58.78)

本館へ

本館へ

↓

▲

(20.64)

(62.93)

第２
相談室

第３
相談室

(9.80)

調整室

ポーチ

大研修室

(17.69)

風除室

(172.46)
(31.07)

(60.45)

(20.55)

スタッフルー
ム

第１
相談室

センター
所長室

(15.02)

(16.80) (31.06)

応接室２
倉庫

相談資料室１

(28.89)

ホ
ー
ル

倉庫

(6.0)

(6.0)

(30.58)

(46.59)

Ｗ．Ｃ

倉庫

(31.50)

廊 下

(32.52)

(10)

多目的室

Ｗ．Ｃ

玄関生徒支援・教育
相談センター

(18.00)

待
合
ホ
ー

ル

情報教育研修室３

(143.00)

多目的ルームプレイルーム
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